


　　　　　　　  １.　  府　 税　  一　 覧　    （平成 27 年 11 月現在）

普　 通　 税
　１.　個人府民税
　　⑴　均等割及び所得割
納税義務者 １　府内に住所を有する個人

２　府内に事務所、事業所又は家屋敷を有する個人で当該事務所、
事業所又は家屋敷を有する市町村内に住所を有しないもの

府税条例第 24 条

課税標準 所得割　前年の総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額 府税条例第 27 条
控 除 所得控除

１　雑損控除 （災害又は盗難若しくは横領により損失を受けた場合）
　次のいずれか多い金額
　ア（損失の金額－保険等により補てんされた額）－（総所得金

額等× 1 ―10 ）
　イ （災害関連支出の金額－保険等により補てんされた額）－

５万円
２　医療費控除  （支払った医療費の総額－保険等により補てん
　　　　　　　　された額）－｛（総所得金額等× 5/100）又は
　　　　　　　　10 万円のいずれか低い額 ｝（限度額 200 万円）
３　社会保険料控除……支払った額
４　小規摸企業共済等掛金控除……支払った額
５　生命保険料控除
ア　旧契約（平成 23年 12月 31日以前に生命保険会社等と契約
をした保険契約等）に係る生命保険料又は個人年金保険料を
支払った場合（両方を支払った場合は、以下の計算方法によ
りそれぞれ算出した金額の合計額（上限額 70,000 円））

　支払った保険料が
ア 15,000 円以下の場合 ………………支払った保険料の全額
イ 15,000 円超 40,000 円以下の場合 ……………………………
 ……（支払った保険料の金額の合計額）× 1/2+7,500 円

ウ 40,000 円超 70,000 円以下の場合 ……………………………
 ……（支払った保険料の金額の合計額）× 1/4+17,500 円

エ 70,000 円超の場合 …………………………………35,000 円
イ　新契約（平成 24 年１月１日以後に生命保険会社等と契約
をした保険契約等）に係る生命保険料、個人年金保険料又は
介護医療保険料を支払った場合（各種にわたり支払った場合
は、以下の計算方法によりそれぞれ算出した金額の合計額
（上限額 70,000 円））
　支払った保険料が
ア 12,000 円以下の場合 ………………支払った保険料の全額
イ 12,000 円超 32,000 円以下の場合 ……………………………
 ……（支払った保険料の金額の合計額）× 1/2+6,000 円

ウ 32,000 円超 56,000 円以下の場合 ……………………………
 ……（支払った保険料の金額の合計額）× 1/4+14,000 円

エ 56,000 円超の場合 …………………………………28,000 円
ウ　生命保険・個人年金保険に関して、新契約と旧契約の保険
料を支払っている場合

　　新旧契約それぞれの計算方法により算出した金額の合計額
（各保険の上限額 28,000 円、全体の上限額 70,000 円）

６　地震保険料控除
ア　地震保険料
　　　支払った地震保険料の 1/2（限度額 25,000 円）
イ　旧長期損害保険料
ア　保険料が 5,000 円以下の場合
　　支払った保険料の全額
イ　保険料が 5,000 円超 15,000 円以下の場合

府税条例第 27 条の２
地方税法第 34 条

　　　　（支払った保険料の金額の合計額）× 1/2+2,500 円

ウ　保険料が 15,000 円超の場合
　　10,000 円

ア・イ両方がある場合
　　ア、イそれぞれの方法で計算した金額の合計額
　　（限度額 25,000 円）

７　障害者、寡婦 ( 寡夫 )、勤労学生控除……26 万円
特別障害者（精神又は身体に重度の障害がある者）の場合 30 万円
同居の特別障害者の場合 53 万円
寡婦で総所得金額等が 38 万円以下である生計を一にする子があり、
かつ、前年の合計所得金額が 500 万円以下の場合 30 万円

８　配偶者控除……33 万円
　　配偶者が 70 歳以上の場合 　　　　　　　　　 38 万円
９　配偶者特別控除……最高 33 万円
　　（ただし、配偶者に所得がある場合には、一定の調整後の額）
10　扶養控除……扶養親族（年齢16歳以上の者）1人につき 33 万円
　　扶養親族が 70 歳以上の場合 38 万円
　　扶養親族が 19 歳以上 23 歳未満の場合 45 万円
　　扶養親族が同居の 70 歳以上の直系尊属の場合 45 万円
11　基礎控除……33 万円
事業専従者控除
　青色申告者……適正な給与支払額
　白色申告者……限度額　配偶者 86 万円　　その他 50 万円

地方税法第 32 条

税 率 １　均等割……年 1,500 円
２　所得割……100 分の４

府税条例第 31 条
府税条例附則第 11 条の５
府税条例第 28 条

税額控除 １　調整控除
２　外国税額控除
３　配当控除
４　配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除
５　住宅借入金等特別税額控除
６　寄附金税額控除

府税条例第 29 条
府税条例第 30 条
府税条例附則第４条
府税条例第 30 条の２
府税条例附則第4条の4、第4条の4の2
府税条例第 29 条の 2

賦課期日 当該年度の初日の属する年の１月１日 府税条例第 32 条
納 期（市町村民税の納期と同じ）

１　普通徴収……６月、８月、10 月及び１月中 （ただし均等割 
のみの場合６月中）において、市町村の条例で定める。

２　特別徴収（給与所得者）……特別徴収義務者（給与支払者）が、
特別徴収税額の 12 分の１の額を６月から翌年５月までの間に
給与の支払をする際毎月徴収し、その徴収した月の翌月 10 日
までに市町村に納入する。

３　特別徴収（65 歳以上の公的年金受給者）……特別徴収義務
者（年金保険者）が、各人の税額を年金の支給の際徴収し、そ
の徴収した月の翌月 10 日までに市町村に納入する。

　　（仮徴収…４月、６月、８月　本徴収…10 月、12 月、２月）

地方税法第 320 条

地方税法第 321 条の５

地方税法第321条の７の６、 
第 321 条の７の８

徴収方法 　普通徴収又は特別徴収（賦課徴収は市町村が市町村民税の賦課
徴収と併せて行う。）

地方税法第 41 条、 
第 319 条

所得割の
課税の特
例

　退職手当等の支払を受けるべき日の属する年の１月１日現在に
おいて府内に住所を有する者が、当該退職手当等の支払を受ける
場合には、当該退職手当等の所得を他の所得と区別し、所得割を
課する。

府税条例第 36 条の
２ から第 36 条の
８まで

⎧ ⎫
｜ ｜
｜ ｜
⎩ ⎭

⎧ ⎫
｜ ｜
⎩ ⎭
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割

地方税法第23条　ａ  　保険業法に定める相互会社にあっては、上表の資本金等
の額に代えて純資産額を基準にして税率を適用する。

　ｂ  　資本金等の額＝法人税法に規定する資本金等の額又は連
結個別資本金額等の額

　　※  平成 27 年 4 月 1 日以後開始事業年度から、法人税法に規
定する資本金等の額に無償増減資の額を加減算した額が
資本金等の額となり、当該額が資本金と資本金準備金の
合算額を下回った場合、資本金と資本準備金の合算額を
資本金等の額とする。

2　法人税割
　平成 26 年 10 月 1 日以後に開始する事業年度
　⑴  　資本金の額若しくは出資金の額が 3億円超、又は法人税額
（個別帰属法人税額）が年 1,600 万円超の法人等……100 分の 4

　　※平成 33 年 3 月 31 日までの特例措置
　⑵　⑴以外の法人……100 分の 3.2

地方税法第 23 条

府税条例附則第12条

府税条例第 37 条
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平成26年10月１日以後開始する事業年度

3 . 4
3 . 6 5
5 . 1
5 . 4 6 5
6 . 7
7 . 1 8

3 . 4
3 . 6 5

4 . 6
4 . 9 3

6 . 7
7 . 1 8
4 . 6
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0 . 9
0 . 9 6 5

2　資本金の額又は出資金の額が 1億円超の普通法人
　（外形標準課税適用法人）
⑴　平成 26 年 10 月 1 日以後開始する事業年度

区　　　　　　分 税　　　率

所得割

年400万円以下の所得金額 100分の2.2
（100分の2.39）

年400万円を超え年800万円
以下の所得金額

100分の3.2
（100分の3.475）

年800万円を超える所得金額（※注） 100分の4.3（100分の4.66）

付加価値割 100分の0.48
（100分の0.504）

資　本　割 100分の0.2
（100分の0.21）

⑵　平成 27 年 4 月 1 日以後開始する事業年度
区　　　　　　分 税　　　率

所得割

年400万円以下の所得金額 100分の1.6
（100分の1.755）

年400万円を超え年800万円
以下の所得金額

100分の2.3
（100分の2.53）

年800万円を超える所得金額（※注） 100分の3.1（100分の3.4）

付加価値割 100分の0.72
（100分の0.756）

資　本　割 100分の0.3
（100分の0.315）

　（※注）　  3 以上の都道府県において事務所又は事業所を設け
て事業を行う法人の所得割は、すべてこの区分の税
率を適用

　  （　）内の税率は、平成 32 年 12 月 31 日までの特例措置。た
だし、資本金の額又は出資金の額が 3億円以下で、かつ割毎
に次の要件を満たす法人は除く。

適用対象条件
所　得　割 所　　　　得 4千万円以下
付加価値割 付加価値額 1億4千万円以下
資　本　割 資本金等の額（※） 1億6千万円以下
収　入　割 収 入 金 額 3億2千万円以下

　（※）  平成 27 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度から、現行
の資本割の課税標準である資本金等の額と資本金に資本
準備金を加えた額を比較して額の大きい方が資本金等の
額となる。
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法人事業税の一部を分離し創設
平成20年10月 1 日以後開始する事業年度から適用

12

税 率 ⑴　平成 26 年 10 月 1 日以後開始する事業年度
区　　　　　分 税　　率

外形標準課税適用法人の基準法人所得割額 67.4%

外形標準課税適用法人以外の基準法人所得割額 43.2%

基準法人収入割額 43.2%

⑵　平成 27 年 4 月 1 日以後開始する事業年度
区　　　　　分 税　　率

外形標準課税適用法人の基準法人所得割額 93.5%

外形標準課税適用法人以外の基準法人所得割額 43.2%

基準法人収入割額 43.2%

　基準法人所得割額又は基準法人収入割額とは、標準税率で計
算された法人事業税（所得割、収入割）の税額
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H26.4.1～  63分の17 （消費税率6.3％×17/63＝実質1.7％）
H29.4.1～  78分の22 （消費税率7.8％×22/78＝実質2.2％）

12

14

18
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30

28

取得した時における不動産の価格

から控除

10

　⑴  　土地を取得した日から１年以内にその土地の上に建って
いる耐震基準適合既存住宅を取得者自ら居住するために取
得した場合

　⑵  　取得者自らが居住するための耐震基準適合既存住宅を取
得した日から１年以内にその敷地を取得した場合

（※ 1  ）平成 10 年 4 月 1 日以降に新築された特例適用住宅とそ
の敷地を取得した場合に限る。

（※ 2  ）平成 10 年 4 月 1 日以降に新築された特例適用住宅とそ
の敷地を平成 16 年 3 月 31 日までに取得した場合は 2年以
内。

３　耐震基準不適合既存住宅の取得
　  　個人が耐震基準不適合既存住宅を取得した日から 6月以内
に、当該耐震基準不適合既存住宅に耐震改修を行い、当該住
宅が耐震基準に適合することの証明を受け、かつ、当該住宅
をその者の居住の用に供したときは、当該耐震基準不適合既
存住宅の取得に対して課する不動産取得税については、当該
税額から当該耐震基準不適合既存住宅が新築された時におい
て控除するものとされていた額に税率 100 分の 3 を乗じて得
た額を減額する。

（※ 3  ）耐震基準適合既存住宅とは既存住宅のうち地震に対する
安全性に係る耐震基準に適合するもの

（※ 4  ）耐震基準不適合既存住宅とは既存住宅のうち耐震基準適
合既存住宅以外のもの

府税条例第 43 条の 11 の 2
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看護師、准看護師、
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2

7

860円

411円
（　　）内は、営業用自動車及び軽自動車の取得に係る当分の間
の特例措置
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7

減 免 １　災害のあった日から６ヶ月以内に取得された自動車であって、
被災自動車に代わるものとして取得した自動車として認められ
るもの
２　公的医療機関の救急自動車、血液事業の用に供する自動車
又はへき地巡回診療の用に供する自動車
３　下肢等障害者が取得した自動車（音声機能障害を有する者
を除く。）で専ら当該下肢等障害者が運転するもの又は専ら当
該下肢等障害者のために生計を一にする者が運転するもの（１
台に限る。）
４　下肢等障害者のうち、喉頭摘出による音声機能障害（３級）
を有する者が取得した自動車で、専ら当該下肢等障害者が運
転するもの（１台に限る。）
５　下肢等障害者のみで構成される世帯の下肢等障害者（音声
機能障害を有する者を除く。）が取得した自動車で当該下肢等
障害者を常時介護する者が専ら当該下肢等障害者のために運
転するもの（３を含め、1台に限る。）
６　特種用途自動車のうち、構造上下肢等障害者の利用に専ら
供するための自動車と知事が認めるもの
７　構造上下肢等障害者の利用に供するための自動車で下肢等
障害者以外の者の利用に併せて供するものと知事が認めるもの
８　構造上下肢等障害者が専ら運転するための自動車と知事が
認めるもので営業用のもの
　　上記１の自動車の取得については、被災自動車の被災日前
日時点での価額として知事が算定した額に税率を乗じて得た
金額を減免し、２又は６の自動車の取得については、取得価
額に税率を乗じて得た額を限度として減免し、３から５まで
の自動車の取得については、取得価格と 300 万円とのいずれ
か少ない価格に税率を乗じて得た額を限度として減免し、７
又は８の自動車の取得については当該自動車の取得価額のう
ち下肢等障害者の利用に供するための製造若しくは構造変更
又は専ら下肢等障害者が運転するための製造若しくは構造変
更に要した金額として知事が定める額に税率を乗じて得た額
に相当する額を減免する。

府税条例第56 条
府税条例附則第15条の4の3

対象自動車 車両総重量 控除額

車両安定性制御装置
及び衝突被害軽減制
動制御装置を装備

乗車定員 10人以上
（立席なし）の
乗用車・バス等

5t 超
12t 以下

新車取得価格から
525 万円トラック

（トラクタ及び
トレーラを除く。）

3.5t 超
22t 以下

車両安定性制御装置
又は衝突被害軽減制
動制御装置のいずれ
か一方を装備

乗車定員 10人以上
（立席なし）の
乗用車・バス等

5t 超
12t 以下

新車取得価格から
350 万円トラック

（トラクタ及び
トレーラを除く。）

3.5t 超
22t 以下

衝突被害軽減制動制
御装置を装備

乗車定員 10人以上
（立席なし）の
乗用車・バス等

5t 以下 新車取得価格から
350 万円

対象自動車 控除額
ノンステップバス
（一般乗合旅客自動車運送事業者が路線
定期運行のために導入するものに限る。）

新車取得価格から 1,000 万円

リフト付きバス（乗車定員 30 人以上）
（一般乗合旅客自動車運送事業者が路線
定期運行のために導入するものに限る。）

新車取得価格から 650 万円

リフト付きバス（乗車定員 29 人以下）
（一般乗合旅客自動車運送事業者が路線
定期運行のために導入するものに限る。）

新車取得価格から 200 万円

ユニバーサルデザインタクシー
（一般乗用旅客自動車運送事業者が導入
するものに限る。）

新車取得価格から 100 万円
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（特殊用途自動車を除く。）特種
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。

対象自動車 軽減率

1

電気自動車・燃料電池自動車・プラグインハイブリッド自動車・一定の排
出ガス性能を満たす天然ガス自動車・平成 21 年排出ガス規制に適合した
ディーゼル自動車（乗用車に限る。）
電気自動車、燃料電池自動車及びプラグインハイブリッド自動車は、登録
の翌々年度についても京都府条例による軽減措置があります。

おおむね
75％

2 ★★★★かつH27 年度燃費基準＋ 20％達成
（H32 年度燃費基準を満たすものに限る。）

3 ★★★★かつH27 年度燃費基準＋ 20％達成 おおむね
50％4 ★★★★かつH27 年度燃費基準＋ 10％達成

「★★★★」は、平成 17 年排出ガス規準 75％低減達成車である。

　※  　 特種用途自動車の場合は、最大積載量の定めのあるものはお
おむね10％増、最大積載量の定めのないものはおおむね15％増。

　※  　増額の対象自動車には、電気自動車、燃料電池自動車、
天然ガス自動車、ハイブリッド自動車のうちガソリンを燃
料とするもの、メタノール自動車、一般乗合用バス及び被
けん引車は含まれない。

減 免 １　震災、風水害、落雷、火災又はこれらに類する災害によって被害を
受けた自動車で修理しなければ使用できないと認められるもの

　　　　…………  修理を必要とする期間（月数）に税率の 12 分
の１の額を乗じて得た額を限度として減免

２　⑴  　下肢等障害者が所有する自動車で専ら当該下肢等障害
者（音声機能障害を有する者を除く。）が運転するもの又
は下肢等障害者と生計を一にする者が専ら当該下肢等障
害者のために運転するもの（１台に限る。）

　　　　…………  当該税額と 45,000 円（軽課 75％の場合は
11,500 円、軽課 50％の場合は 22,500 円、軽課
25％の場合は 34,000 円、重課 10％の場合は
49,500 円、重課 15％の場合は 51,700 円）との
いずれか少ない額を限度として減免

　　⑵  　下肢等障害者のうち、喉頭摘出による音声機能障害（３
級）を有する者が所有する自動車で、専ら当該下肢等障
害者が運転するもの（１台に限る。）

　　　　…………  当該税額と 45,000 円（軽課 75％の場合は
11,500 円、軽課 50％の場合は 22,500 円、軽課
25％の場合は 34,000 円、重課 10％の場合は
49,500 円、重課 15％の場合は 51,700 円）との
いずれか少ない額を限度として減免

府税条例第63条の３
府税条例附則第16条

４

５
増額の対象自動車

重課率
バス・トラック（※）左記以外の自動車（※）

新車新規登録から 11 年を経過
したディーゼル車

おおむね 10％増 おおむね 15％増
新車新規登録から 13 年を経過
したガソリン車・LPG車

　　⑶  　下肢等障害者のみで構成される世帯の下肢等障害者（音
声機能障害を有する者を除く。）が所有する自動車で当該
下肢等障害者を常時介護する者が専ら当該下肢等障害者
のために運転するもの（⑴を含め、１台に限る。）

　　　　…………  当該税額と 45,000 円（軽課 75％の場合は
11,500 円、軽課 50％の場合は 22,500 円、軽課
25％の場合は 34,000 円、重課 10％の場合は
49,500 円、重課 15％の場合は 51,700 円）との
いずれか少ない額を限度として減免

　　⑷  　特種用途自動車のうち、構造上下肢等障害者の利用に
専ら供するための自動車と知事が認めるもの

　　　　…………当該税額を限度として減免
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のうち、控除対象配偶者又は扶養親族に該当する者（農業、
水産業又は林業に従事している者を除く。）以外の者

※平成 31 年 3 月 31 日までの間に限り次の措置を講じる。
①対象鳥獣捕獲員である者には、狩猟税を課さない。
②  狩猟者登録を申請する日前 1年以内に認定鳥獣捕獲等事業
者の捕獲従事者として、京都府が実施する事業に従事した
者には、狩猟税を課さない（申請時に認定鳥獣捕獲等事業
者の捕獲従事者であることが必要。）。
③  狩猟者登録を申請する日前 1年以内に、鳥獣の保護及び管
理並びに狩猟の適正化に関する法律第 9条第 1 項の許可を
受けた者又は第 9条第 8 項の従事者として従事者証の交付
を受けた者が当該許可に係る鳥獣の捕獲等を行った場合は、
上記税率の 2分の 1となる。
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税　　　　目

府　
　
　

民　
　
　

税

個　　　人

法　　　人

利　子　割

事　
　
　

業　
　
　

税

個　　　人

法　　　人

地 方 消 費 税

不 動 産 取 得 税

府  た  ば  こ  税　

（63年度まで府
たばこ消費税）

ゴルフ場利用税

（63年度まで娯
楽施設利用税）

特別地方消費税
35 年 度 ま で
遊 興 飲 食 税
63 年 度 ま で
料 理 飲 食 等
消 費 税

自 動 車 税

鉱 区 税

狩猟者登録税
狩猟免許税
狩 猟 者 税

府 が 課 す る
固 定 資 産 税

自 動 車 取 得 税

軽 油 引 取 税

狩 猟 税
平成 15 年度まで
入 猟 税

産 業 廃 棄 物 税

府　

税

府税収入額
（対前年比）
標準収入額
（対前年比）

譲
与
税

譲 与 税
（対前年比）
標準収入額
（対前年比）

⎛　　　　　　⎞
｜　　　　　　｜
｜　　　　　　｜
｜　　　　　　｜
⎝　　　　　　⎠

（　　　）

（　　　）
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円

円

円
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　　　　　昭和５８年度

均等割
　資本等の金額 50 億円超 300,000 円
　資本等の金額 10 億円超
　50 億円以下 200,000 円
　資本等の金額１億円超
　10 億円以下 40,000 円 
　資本等の金額１千万円超
　１億円以下 12,000 円
　その他 4,000 円

 

 8,670 円

ぱちんこ場
　１～ 15 級 1,020 円～ 40 円
まあじゃん場
　１～９級 1,150 円～ 350 円
たまつき場
　１～ 15 級 3,120 円～ 260 円
ゴルフ練習場１人１回につき 110 円
 ｛  60 円
ゴルフ場１人１日につき
　１～７級 1,650 円～ 850 円
（58.6.1 施行）
 

宿泊基礎控除 2,500 円
（59.1.1 施行）

試掘鉱区  面積 100 アールごとに 200 円
採掘鉱区　　　〃　　   〃 400 円

甲種　乙種 10,000 円
当該年度の府民税所得割を納付するこ
とを要しないもの 4,500 円 
丙種 3,300 円

免税点、税率の暫定措置
電気自動車の税率軽減措置
　　　　昭和 60 年 3 月 31 日まで延長

税率暫定措置
　　　　昭和 60 年 3 月 31 日まで延長

甲種　乙種 6,500 円
丙種 2,200 円

　　　　１８５, ７３０（１０３）

　　　　　１７１, ７２２（９４）

　　　　　　２, ４７１（１０６）

　　　　　　２, ４４５（１０３）
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 平成１８年度

住宅及び土地
100 分の 3（平成
21年3月31日まで
の取得）
住宅以外の家屋
100 分の 3.5（平
成18年4月1日か
ら平成20年3月31
日までの取得）

税率 1,000 本につ
き 1,074 円
（旧3級品は511円）
（平成18 年7月1日
以後 )

グリーン化税制の
2年延長（軽減対象
重点化）

低燃費車特例の
２年延長
（重点化）

２８９,１７０（１０３.９）

２５６,６３２（１２５.３）

４６,４８６（２８６.８）

４６,５３５（２８５.８）
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宅地評価土地（住宅用地・
商業用地）に係る課税標
準の特例（2 分の 1）を 3
年延長

道路特定財源の一般財源化とな
るも課税免除措置は 3年間継続

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

軽減税率（3％）の廃止
（平成 26 年 1 月 1 日以降）

地方法人税（国税）の創設に伴い、平成 26 年 10 月 1 日以後に開始する事業年度から法人税割の税率を引
下げ
5％（5.8％）→ 3.2％（4％）
（括弧内は超過税率）

平成 26 年 10 月 1 日以後に開始する事業年度から地方法人特別税を 1/3 縮小し、法人事業税に復元

税率 17/63（実質 1.7％）（平成 26 年 4 月 1 日以降）

住宅及び土地　100 分の 3
（平成27年３月31日までの取得）
宅地評価土地（住宅用地・商業
用地）に係る課税標準の特例（2
分の 1）を 3年延長

税率 1,000 本につき 860 円
（旧 3級品は 411 円）
（平成 25 年 4 月 1 日以降）

グリーン化税制の 2年延長
（適用対象見直し）

グリーン化税制の 2年延長
（適用対象見直し）

エコカー減税の 3 年延長（基準
の見直し、重点化）
低公害車特例と低燃費車特例の
期限切れに伴う統合（基準の見
直し、3年間の措置）
バリアフリー・ASV特例の創設

・税率の引下げ
　自家用自動車（軽自動車く）100 分の 3
　営業用自動車、軽自動車　100 分の 2
・環境性能に優れた自動車に係るエコカー減税の軽減割合拡充

課税免除特例措置を原則 3 年延
長

２３４，６２６   　（９８．１） ２４２，７６６（１０３．５） ２５１，０１０（１０３．４）

２２８，０５０（１０３．３） ２１７，６０５   　（９５．４） ２２４，９１４（１０３．４）

３４，４５８（１０３．２） ４１，１７７（１１９．５） ４９，１２８（１１９．３）

３４，１６２（１０１．４） ３６，７７９（１０７．７） ４５，０５５（１２２．５）

１　資本金の額又は出資金の額が１億円超の普通法人以外の法人
（外形標準課税非適用法人）

区　　　　　分 税　　率

所

得

課

税

法

人

普
通
法
人

各事業年
度の所得
のうち

年400万円以下の
金額
年400万円を超え
年800万円以下の
金額
年800万円を超え
る金額

100分の3.4
（100分の3.65）
100分の5.1
（100分の5.465）
100分の6.7
（100分の7.18）

特
別
法
人

各事業年
度の所得
のうち

年400万円以下の
金額

年400万円を超え
る金額

100分の3.4
（100分の3.65）

100分の4.6
（100分の4.93）

３以上の都道府県に事務所等を
設けて事業を行う法人のうち、
資本金の額又は出資金の額が
1,000 万円以上である法人
　普通法人

　特別法人

100分の6.7
（100分の7.18）
100分の4.6
（100分の4.93）

収入金額
課税法人

電気供給業、ガス供給業
又は保険業を行う法人

100分の0.9
（100分の0.965）

２　資本金の額又は出資金の額が１億円超の普通法人
（外形標準課税適用法人）

区　　　　　分 税　　率

所得割

年400万円以下の所得金額 100分の2.2
（100分の2.39）

年400万円を超え年800万円
以下の所得金額

100分の3.2
（100分の3.475）

年800万円を超える所得金額
及び清算所得

100分の4.3
（100分の4.66）

付加価値割 100分の0.48
（100分の0.504）

資　本　割 100分の0.2
（100分の0.21）

３　地方法人特別税
区　　　　　分 税　　率

外形標準課税適用法人の基準法人所得割額 67.4％

外形標準課税適用法人以外の法人の基準法
人所得割額 43.2％

基準法人収入割額 43.2％
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